
 

 

障 害 者 委 託 訓 練 契 約 書 

長野県佐久技術専門校校長（以下「甲」という。）は、甲の行う職業訓練を委託するに当た

り、受託者△△△（以下「乙」という。）と次のとおり契約を締結する。 

 

第１条 甲は、別紙に定める職業訓練の実施及び就職支援の実施並びにこれに伴う次の 

業務を乙に委託する。 

(1) 受講者の出欠席の管理及び指導 

(2) 訓練実施状況の把握 

(3) 受講者の能力習得状況の把握及び報告 

(4) 災害発生時の連絡 

(5) 受講者の中途退校に係る事務処理 

(6) その他甲が必要と認める事項 

なお、乙は、受講者の能力習得結果について、委託期間終了後２週間以内に甲 

に報告するものとする。 

 

第２条 乙は、甲から委託を受けた職業訓練（以下「障害者委託訓練」という。）を第 

三者に委託し又は請け負わせてはならない。ただし、乙が受託した訓練の一環と 

して乙が開拓した企業において行う職場実習については、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書きにより受託した訓練の一環として職場実習を行うときに 

は、再委託した業務に伴う当該職場実習先企業（以下「再受託者」という。）の 

行為について、次のことに留意するとともに、甲に対しすべての責任を負うもの 

とする。 

(1) 訓練に関係のない作業に従事させないこと。 

(2) 訓練で作業を行う場合には、安全、衛生、その他の作業条件について、労働 

基準法及び安全衛生法の規定に準ずる取扱を行うこと。 

また乙は、乙が本契約を遵守するために必要な事項及び甲が指示する事項につ 

いて、再受託者と書面により約定したうえで、甲からの委託料のうちから当該職 

場実習に係る経費を再受託者に対して支払うことができるものとする。 

３ 乙は、第１項ただし書きにより受託した訓練の一環として職場実習を行ったと 

きには、職場実習の実施状況について、受入事業所担当者及び受講者の確認を受 

けた書面により整理のうえ、当該書面を添付して甲に報告する。 

 

第３条 乙は、障害者委託訓練の内容を変更しようとする場合又は障害者委託訓練を中 

止しようとする場合は、事前に甲の承認を受けなければならない。 



２ 乙は、障害者委託訓練の遂行が困難となった場合は、速やかにその旨を甲に報 

告し、その指示に従うものとする。 

 

第４条 甲は、乙に対して第１条に定める業務に必要な経費として、別紙に定める委託 

料を支払うものとする。 

２ 受講者が、公共職業安定所長の指示、訓練期間中における就職、自己都合、能 

力習得状況の確認の結果を踏まえた受講打ち切り等により中途退所等した場合の 

当該受講者に係る訓練実施経費の算定は、次によるものとする。 

(1) 中途退所等までに実施した訓練時間数が、総訓練時間数に対して８割以上で 

ある場合は、別紙により定めた委託契約額とする。 

(2) 中途退所等までに実施した訓練時間数が、総訓練時間数に対して８割に満た 

ない場合は、別紙により定めた１人当たりの委託契約額を総訓練日数（計画日 

数）で除して委託日額（円未満切り捨て）を算定し、訓練開始日から中途退所 

日までに訓練を行った日数（遅刻、早退等があった日も含む。）を乗じること 

によって算出された額とする。 

(3) 上記(1)及び(2)は、職業能力講座、集合訓練ごとに算定する。 

３ 第１項の委託料は、障害者委託訓練修了後に、乙の請求により支払うものとす 

る。 

 

第５条 乙は、訓練期間中及び訓練終了後を通じ受講者の就職促進に努めることとする 

（就職支援の内容について、別紙のとおり。）。 

２ 乙は、委託訓練実施機関に就職支援責任者を設置し、受講者に対して就職支援 

を行うものとする。 

 

第６条 乙は、訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して３か月以内の 

就職状況について訓練受講者からの書面の提出により把握のうえ、別紙に規定す 

る期限までに当該書面を添付して甲に報告する。 

２ 乙は、別紙に定める計算方法に基づき算定した結果、就職支援経費を書面によ 

り甲に対して請求するものとする。なお、中途退所等が発生した場合であっても 

就職支援経費の減額は行わない。 

 

第７条 乙は、訓練期間中に、別紙に規定する障害を補うための職業訓練支援機器及び 

ソフトウェア（以下「障害者向け訓練支援機器等」という。）を賃貸借契約及び 

使用許諾契約（以下「賃貸借契約等」という。）により用意して障害特性に応じ 

た訓練を実施した場合、障害者向け訓練支援機器賃貸借費に係る訓練実施状況に 

ついて、賃貸借契約等に要した経費が確認できる書類及び訓練期間に見合った必 



要最低限の契約期間であることが確認できる書類を添付して甲に報告する。 

２ 乙は、障害者委託訓練修了後に、別紙に定める計算方法に基づき算定した結果、 

障害者向け訓練支援機器賃貸借費を書面により甲に対して請求するものとする。 

なお、障害者向け訓練支援機器等の賃貸借契約等を解除等した場合は、障害者向 

け訓練支援機器等の賃貸借契約等の解除等後の実費を基礎として、別紙に基づき 

算定するものとする。 

３ 乙は、障害者向け訓練支援機器賃貸借費の対象となった機器等を、本事業以外 

の事業のために使用してはならない。ただし、別紙に規定する上限額を超える障 

害者向け訓練支援機器等を賃貸借契約等することにより、訓練期間以外の部分を 

甲及び乙が負担している場合は、乙が負担する部分に相当する期間を除き、本事 

業以外の事業のために使用しないこと。 

 

第８条 乙は、甲に対して第１条に定めるところにより障害者委託訓練の運営状況に関 

する報告を行わなければならない。また、甲の行う運営状況の調査を正当な理由 

なく拒み、妨げ、若しくは忌避してはならない。 

 

第９条 乙は、障害者委託訓練の実施に際して知り得た訓練生の個人情報をみだりに他 

人に漏らしてはならない。 

２ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には 

別記「個人情報取扱注意事項」を遵守しなければならない。 

 

第 10 条 乙は、委託事業の実施経過及び委託訓練に係る関係書類を整備し、甲からの照 

会等に対応できるようにしなければならない。 

２ 乙は、前項の書類等を委託事業の終了（中止又は廃止の承認を受けた場合を含 

む。）の日の属する年度の終了後５年間、又は現に監査、検査、訴訟等における 

対象となっている場合においては、当該監査、検査、訴訟等が終了するまでの間 

のいずれか遅い日までの間保存しなければならない。 

 

第 11 条 乙は、受講者が障害者委託訓練受講中に災害を受けた時は、速やかにその旨を 

甲に通知するものとする。 

 

第 12 条 甲は、偽りその他不正な行為を行い、又は行おうとしたことが明らかになった 

ときは、乙に対し、委託料の全部又は一部を返還させ、又は契約を解除すること 

ができるものとする。 

２ 第１項の際には、不正に係る処分を通知した日から５年以内の期間について定 

め、受託機会を与えないこととするほか、必要な措置を講ずるものとする。 



第 13 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、乙に対し、委託料の支払い 

を停止し、支払った委託料の全部若しくは一部を返還させ、又は契約を解除する 

ことができる。 

(1) この契約に違反したとき 

(2) この障害者委託訓練の実施に当たり関係法令に違反し処罰の対象又は損害賠 

償の対象となったとき 

(3) 税法違反等公序良俗に違反し、社会通念上、この障害者委託訓練を実施する 

ことがふさわしくないと甲が判断したとき 

(4) この障害者委託訓練を遂行することが困難であると甲が認めたとき 

２ 前項の規定により、この契約が解除された場合においては、乙は、甲乙間の協 

議に基づき、責任を持って障害者委託訓練の残務の処理を完了するものとする。 

 

第 14 条 乙は、この契約に違反し又は故意若しくは重大な過失によって甲に損害を与え 

たときは、その損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払わなければならな 

い。 

２ 前条の規定により甲が契約を解除した場合、乙は、違約金として、甲の請求 

に基づき、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更 

後の契約金額）の１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払 

わなければならない。 

３ 乙は、契約の履行を理由として、前項の違約金を免れることができない。 

４ 第２項の規定は、甲に生じた損害の額が違約金の額を超過する場合において、 

甲がその超過分の損害につき賠償することを妨げない。 

 

第 15 条 乙は、この契約に関し、次の各号の一に該当するときは、甲がこの契約の全部 

又は一部を解除するか否かにかかわらず、違約金として、甲の指示に基づき、契 

約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額） 

の１００分の１０に相当する額を甲が指定する期日までに支払わなければならな 

い。 

(1) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、私的独占の禁止及び公正取引 

の確保に関する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条又は同法第８条の 

２（同法第８条第１項第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。） 

の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。 

(2) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の２第１項 

（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課 

徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。 

(3) 公正取引委員会が、乙又は乙の代理人に対し、独占禁止法第７条の４第７項 



又は同法第７条の７第３項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行 

ったとき。 

(4) 乙又は乙の代理人が刑法第９６条の６若しくは同法第１９８条又は独占禁 

止法第８９条第１項の規定による刑が確定したとき。 

２ 乙は、契約の履行を理由として、前各項の違約金を免れることができない。 

３ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合にお 

いて、甲がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

第 16 条 乙が前条に規定する違約金を甲の指定する期日までに支払わないときは、乙は、 

当該期日を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年３％の割合で計算 

した額の遅延利息を甲等の指示に基づき支払わなければならない。 

第 17 条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、何らの催告を要せず、本契 

約を解除することができる。 

（1）役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは 

営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代 

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴 

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第２ 

条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６ 

号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

（2）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に 

損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(3) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与 

するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与 

しているとき 

(4) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用す 

るなどしているとき 

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している 

とき 

 

第 18 条 甲は、乙又は再受託者が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行 

為をした場合は、何らの催告を要せず、本契約を解除することができる。 

(1) 暴力的な要求行為 

(2) 法的な責任を超えた不当な要求行為 

(3) 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

(4) 偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為 

(5) その他前各号に準ずる行為 



第 19 条 乙は、前２条各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっ 

ても該当しないことを確約しなければならない。 

２ 乙は、前２条各号の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）を再受託 

者としないことを確約しなければならない。 

 

第 20 条 乙は、契約後に再受託者が解除対象者であることが判明したときは、直ちに当 

該再受託者との契約を解除し、又は再受託者に対し契約を解除させるようにしな 

ければならない。 

２ 甲は、乙が再受託者が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは再 

受託者の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して再 

受託者との契約を解除せず、若しくは再受託者に対し契約を解除させるための措 

置を講じないときは、本契約を解除することができる。 

第 21 条 甲は、第 17 条、第 18 条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、 

これにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第 17 条、第 18 条及び前条第２項の規定により本契約を解除した場 

合において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

 

第 22 条 乙は、自ら又は再受託者が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴ 

ロ等の反社会勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」と 

いう。）を受けた場合は、これを拒否し、又は再受託者をして、これを拒否させ 

るとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及 

び捜査上必要な協力を行うものとする。 

第 23 条 この契約書に定めのない事項については、甲、乙協議して決定するものとする。 

この契約成立の証として契約書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、甲、乙それぞれ 

１通を保有するものとする。 

 

令和   年   月   日 

甲                      

（所在地）長野県佐久市高柳３４６－４    

（組織名）長野県佐久技術専門校       

校長              印 

 

乙                      

（所在地）                 

（組織名）                 

（代表者職名及び氏名）                印 



 

別紙 

１ 訓練科目（職種） 

 

２ 訓練内容（内容ごとの時間数がわかるカリキュラム等別添） 

 

３ 就職支援内容 

（職務経歴書・履歴書の作成指導、面接指導、キャリアコンサルティング、職業相談 

の実施、求人企業等の開拓、求人情報の提供、職業紹介事業（許可を受けている場合） 

の実施、就職支援責任者の配置等） 

 

４ 訓練目標 

 

 

５ 訓練期間 

年  月  日  か ら  年  月  日  ま で 

（ 総 訓 練 日 数        日 ） 

訓練時間計画 

１月目 時間・   日 

２月目 時間・   日 ←＊訓練期間を弾力化した場合 

３月目 時間・   日 

４月目 時間・   日 

５月目 時間・   日 

６月目 時間・   日 

計  時間・   日 

＜弾力化前の訓練月数 月＞ 

 

 

６ 訓練人員、障害種別 

人 （別紙名簿） 

 

７ 委託料 

              円 

（積算内訳） 

（１）訓練実施経費 

集合訓練 



訓練生１人当たり○○円×○○月×○○人＝○○○円 

＊訓練期間を弾力化した場合 ○○○○円 

 

職業能力講座 

訓練生１人当たり○○円×○日×○○人＝○○○円 

 

職場実習 

職場実習に係る経費は、職場実習を６時間以上実施した場合、訓練生１人当た 

り１万円を支払うものとする。 

訓練生１人当たり○○円×○○月×○○人＝○○○円 

 

（２）就職支援経費 

就職支援経費は、就職状況に応じて就職者 1 人当たり２万円を支払うものとする。 

就職支援経費の対象となる就職は、訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日 

から起算して３か月以内に雇用保険の被保険者（日雇労働被保険者は除く）として 

内定を受けた者若しくは雇用された者又は雇用保険適用事業主となった者をいう 

（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 

123 号）における障害福祉サービス（就労継続支援事業Ａ型等）により雇用される 

者でないこと。）。 

就職者１人当たり２万円×○○人＝○○○円 

 

（３）障害者向け訓練支援機器賃貸借費 

委託先機関である乙が５の訓練実施期間中に、障害を補うための職業訓練支援機 

器及びソフトウェア（以下「障害者向け訓練支援機器等」という。）を賃貸借契約 

及び使用許諾契約（以下「賃貸借契約等」という。） により用意して障害特性に応 

じた訓練を実施した場合に、１訓練当たり次のとおり支払うものとする。 

 

本契約に係る訓練を実施するため、訓練期間に見合った必要最低限の契約期間と 

なる８で定めた機器の賃貸借契約等に係る実費（１訓練当たり上限額５万円）とす 

る。ただし、年度内に複数回の訓練を実施する場合、同一委託先機関につき、年度 

内の上限は５万円までとする。 

 

８ 障害者向け訓練支援機器等の名称、製造会社・型番号及び対象障害種別等 

別添「障害者向け訓練支援機器賃貸借費に係る訓練実施計画書」のとおり。 

９ 訓練実施場所 

（職場実習の予定） 有・無 



10 訓練受講者の就職状況の把握及び報告 

（訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して３か月以内の就職状 

況を把握し、訓練修了日又は中退日の翌日から１００日以内に書面により報告を 

行うこと（就職のための中退に係る報告については、修了生に係る報告期日であ 

る訓練修了日の翌日から起算して１００日以内の報告と併せて報告することでも 

差し支えない）） 

報告期日 令和   年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記 

個 人 情 報 取 扱 注 意 事 項 

第１  乙は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、 

個人の権利利益を侵害することのないように努めなければならない。 

 

第２ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏らし 

てはならない。 

 

２ 乙は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人 

情報を、他に漏らさないよう対処しなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様と 

する。 

 

第３ 乙は、この契約により取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損等の防止に必要 

な安全管理措置を講じなければならない。 

 

第４ 乙は、この契約により取り扱う個人情報の管理責任者を定めて書面により、甲に 

通知しなければならない。 

２ 管理責任者は常に個人情報の所在及び自己の管理状況を把握･管理し、必要な指導 

を行う。 

 

第５ 乙は、この契約による業務を処理するに当たっては、必要最小限の役員･従業員（以 

下「使用者」という。）を管理責任者の監督の下で従事させるものとする。 

２ 乙は、使用者に対して、第２の秘密保持について徹底して指導しなければならな 

い。 

３ 乙は、使用者の退任、退職後の行為も含めて責任を負わなければならない。 

 

第６ 乙は、この契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。た 

だし、あらかじめ、甲が書面により承諾した場合は、この限りではない。 

２ 乙は、前項ただし書きにより再委託をする場合は、再委託先に対して、個人情報 

保護に関する法令等を遵守させることとし、個人情報の漏洩等の事故が発生した場 

合にあっては、乙の責任において対処するものとする。 

 

第７ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報が 

記録された資料等を、この契約による業務以外の目的で複写し、又は複製をしては 

ならない。 



第８ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報を 

目的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

第９ 乙は、この契約による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報が 

記録された資料等（複写、複製したものを含む。）を、業務完了後すみやかに甲に 

返還又は消去するものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その方法による 

ものとする。 

 

第 10 甲は、定期的又は必要と認めたとき、乙の事業所に立ち入り、個人情報保護に関 

する監査又は乙に対して報告を求めることができる。 

 

第 11 乙は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあるこ 

とを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

第 12 甲は、乙が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解除及 

び損害賠償の請求をすることができる。損害賠償の額は、甲と乙と協議の上、別に 

定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和〇年度 障がい者民間活用委託訓練 ○○○○○○科○ （SS-○○） 

訓 練 受 講 者 名 簿 

 

 

令和○年○〇月○〇日(入校日)現在 

 氏  名 ふりがな 障がい種別 住  所 

１     

２     

３     

４     

５     

６     

７     

８     

９     

10     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

障がい者委託訓練実施状況報告書 

                                                    

                                  令和○年（○○○○年）〇〇月〇〇日 

    長野県佐久技術専門校長 様 

 

受託者住所  △△△△△△△ 

事業所名   △△△△△△△ 

代表者氏名  △△△△△△△           

令和〇年○○月○○日付けで締結した障がい者委託訓練契約書第８条の規定により、令和

〇年○○月の実施状況を下記のとおり報告します。 

記 

１ 訓練コース     ○○○○○○○○科 （SS-0〇）  

２ 受講者出席状況    別紙２のとおり 

３ 受講者退校状況    別紙２のとおり 

４ 科目別訓練状況 

 科      目 時 間 備   考 

学  科 

   

   

   

   

   

   

計   

実  技 

   

   

   

   

   

   

計   

               合     計   

５ 就職支援実施状況 （※ ○○月○○日就職個別相談、○○月○○日就職講座等具体的

に記入） 

６ 公共職業訓練等受講証明書及び失業認定申告書  

別添のとおり （ ○○月分該当者○名分） 

（別紙 1） 



1  令和〇年○○月分 ○○○○○○科 （SS-0〇）   訓練出席状況（受講証明書） 

訓練受託者(施設)    

                

訓練期間  令和○年○○月○○日 ～ 令和○年○○月○○日 

番号 氏    名 

訓 

練 

日 

数 

出 

席 

日 

数 

欠席理由別欠席日数 
訓練受講証明書・失業

認定申告書添付の有無 
備考 職安名 

疾病負傷その

他やむを得ぬ

理由有 

やむを得な

い理由無 
援護措置 有 ○ 

１          

２          

３          

４          

５          

６          

７          

８          

９          

１０          

１１          

１２          

１３          

１４          

１５          

１６          

１７          

１８          

１９          

１ 受講証明書、出欠簿の写し、欠席届の写し、証明書類の写しを添付してください。 

２ 契約当初の受講者名簿の番号で記入し、中途退校者は削除せず備考欄に退校

日を記入してください。 

２ 受講者退校状況 

退校があった場合は、事前に委託者に連絡してください。 

番号 氏   名 退 校 日 ・ 退 校 理 由 備    考 

○ ○○ ○○ 【記入例】○月○日付け退校  ○○会社就職のため  

    

（別紙 2） 



障がい者委託訓練修了予定者報告 

                                        

令和○年（○○○○年）○○月○○日 

 

    長野県佐久技術専門校長 様 

 

受託者住所  △△△△△△△ 

事 業 所 名  △△△△△△△ 

代表者氏名  △△△△△△△       

 

令和○年○○月○○日付けで受託し、令和○年○○月○○日終了予定の公共職業訓

練の修了予定者について、下記のとおり報告します。 

 

                      記 

１ 訓練科名  ○○○○○○○○科 （SS-0〇） 

２ 訓練期間   令和〇年○○月○○日から令和〇年○○月○○日まで 

３ 修了予定者名簿 

   ※ 上記訓練日数の総訓練予定時間数     ○○時間 

番号   氏     名 訓練日数 出席日数 修了適否（８０％以上）      備    考 

１      

２      

３      

４      

５      

６      

７      

８      

９      

１０      

１１      

１２      

１３      

（別紙 3） 



障がい者委託訓練実施結果報告書 

 

令和○年（○○○○年）○○月○○日 

  

  長野県佐久技術専門校長 様 

 

受託者住所    △△△△△△△ 

事業所名     △△△△△△△ 

代表者氏名    △△△△△△△ 印  

 

 

令和○年○○月○○日付けで締結した障がい者委託訓練契約書に基づく訓練を

実施したので、委託契約書第９条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

 

                                   記 

 

 

１ 訓練科名       ○○○○○○○○科 （SS-0〇） 

 

 

２ 訓練期間      令和○年○○月○○日 から 令和○年○○月○○日まで 

 

 

３ 受講者数       入校者             ○名 

中退者             ○名 （うち就職のため中退者 ○名） 

修了者             ○名   

修了者のうち就職者     ○名 （修了日時点） 

４ 訓練内容及び時間              別添１のとおり 

 

５ 修了者名簿及び資格取得状況       別添２のとおり 

 

６ その他添付書類 

（１）訓練全期間出欠簿 

（２）その他指定する書類 

（別紙４） 



訓練内容及び時間     〇〇〇〇〇〇〇〇科（SS-0〇） 

 

 

 

区  分 科        目 時 間 備   考 

学   科 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

計   

実   技 

   

   

   

   

   

   

   

   

計   

合         計   

（別紙４の別添１） 



修了者名簿及び資格取得状況 ○○○○○○○○科（SS-0〇） 

番号 氏  名 
訓練 

日数 

出席 

日数 

修了 

適否 

資 格 取 得 の 状 況 

備 考 （例） 

P検定 
   

１          

２          

３          

４          

５          

６          

７          

８          

９          

１０          

１１          

１２          

１３          

１４          

１５          

  （注）契約当初の入校者番号で記入し、中途退校者は削除せず備考欄に退校日を記入してく

ださい。 

 

 

 

資格取得試験科目 受験者 合格者 試験年月日 試験会場 

○○○○○級  ○人 ○ 人 令和〇年○月○日 ○○○○○ 

     

     

     

     

     

（別紙４の別添２） 

人員別取得状況 



障 が い 者 訓 練 委 託 費 確 定 通 知 

 

令和○年（○○○○年）○○月○○日 

△△△△△△ 様 

長野県佐久技術専門校長   

 

 令和○年○○月○○日付けで締結した障がい者委託訓練契約書第９条の規定に基づき提出さ

れた障がい者委託訓練実施結果報告書について、検査を完了し、下記のとおり委託費の金額が

確定したので通知します。 

 なお、委託費の金額は下表６に記載の額となりますので、振込口座を記載した請求書を提出して

ください。 

記 

１ 訓練実施機関 

  （受託者） 

所 在 地  △△△△△△△ 

機 関 名  △△△△△△△ 

代表者名  △△△△△△△ 

電話番号  △△△△－△△－△△△△ 

２ 訓練科名 ○○○○○○○○科 （SS-0〇） 

３ 訓練期間 

  訓練月数 

令和○年○○月○○日 から 令和○年○○月○○日まで 

○か月 

４ 委託費単価 受講者１人１月当たり 60，000円（税抜） 【A】 

５ 訓練実施状況 入校者  名、 中退者  名、 修了者  名 

６ 委託費の額 

   訓練実施経費 

   消費税 

  合計金額 

 

○○○，○○○円（税抜） 

○○，○○○円 

○○○，○○○円 

委託費の算出根拠（経費の内訳） 

減額のない者 

単価【A】60，000円×訓練月数  3月×減額のない者 ○名＝ ○○，○○○ 円…① 

減額のある者（中途退校者等） 

・受講者ア 中途退校による減額 

  委託費日額：１人当たり委託費○○，○○○円÷総訓練日数○○日＝○，○○○円【B】 

  日額単価【B】○，○○○円×訓練実施日数○○日＝○○，○○○円 

減額のある者 合計○○，○○○ 円…② 

訓練実施経費（税抜） ①＋②＝○○○，○○○円 

 

（別紙５） 



 

（別紙6-１）

※不明な場合は空欄可

１　訓練で用いる障害者向け訓練支援機器等

区
分

製造会社 型式又は規格
賃貸借契約期間又は
使用許諾契約期間

数 量 単 価 金 額

訓
練
支
援
機

器
賃
貸
借

1
自　令和　年　月　日

～
至　令和　年　月　日

２　１の機器等の賃貸借契約等（予定）について

３　１の機器の機能及び対象障害種別等

か月

４　訓練実施機関署名

　上記の記載内容に間違いありません。

令和　　年　　月　　日

訓練実施機関：

（注）訓練実施経費、就職支援経費の対象とする機器や他事業の機器を計上しないこと。

（注）賃貸借契約等に要する経費が確認できる書類（見積書又は契約書等）及び訓練期間に見合った必要最低限の契約期間であることが確認できる書類（パンフレット等） を添
付すること。

賃貸借契約等(予定)日

賃貸借契約等(予定)の相手方（貸主）

設置(予定)場所

令和　　年　　月　　日

訓練支援機器等の機能

賃借する訓練支援機器等は、自社製品の訓練支援機器で

賃借する訓練支援機器等は、訓練実施機関（その代表者及び役員）によるもので

賃借する訓練支援機器等は、受講者所有のもので

賃借する訓練支援機器等の製造元又は所有者は、自社の特例子会社（若しくはその親会社・障
害者の雇用の促進等に関する法律第４５条に規定する関係会社）で

ある　・　ない

ある　・　ない

ある　・　ない

ある　・　ない

消費税

総合計

■訓練コース番号

品　　　　　　名

障害者向け訓練支援機器賃貸借費に係る訓練実施計画書

■訓練実施機関名

■訓練科名

賃借する訓練支援機器等の契約期間は、訓練期間に見合った必要最低限の契約期間（予定）と
なって

いる　・　いない

賃借する訓練支援機器等は、他の事業で使用又は使用を予定して（上限額により、訓練期間以
外の部分を申請者が負担している場合を除く）

いる　・　いない

（令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日）訓練実施予定期間

対象訓練内容

対象障害種別
身体障害（視覚、聴覚・言語、上肢、下肢、体幹、内臓機能）、知的障害、精神障害、
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



 

（別紙6-２）

１　訓練実施機関名及び訓練科名等

項番

■訓練期間

■訓練期間

■訓練期間

（注）複数の訓練コースがある場合は複数記載してください。

（※）訓練コース番号に不明な場合は空欄としてください。

２　訓練で用いた障害者向け訓練支援機器等

区
分

製造会社 型式又は規格
賃貸借契約期間又は
使用許諾契約期間

数 量 単 価 金 額

訓
練
支
援

機
器
賃
貸

借 1
自　令和　年　月　日

～
至　令和　年　月　日

３　２の機器等の賃貸借契約について

４　２の機器を用いて訓練を実施した受講者（受講者に無償で貸与又は利用させるものに限ります。）

項番 障害種別

1

2

3

５　本申請における申請額及び受領額

項番

1

2

－

(※)他の都道府県において、申請中又は障害者向け訓練支援機器賃貸借費を既に受領したものも含む。

６　訓練実施機関署名

　上記の記載内容に間違いありません。

令和　　年　　月　　日

訓練実施機関：

（注）賃貸借契約等に要した経費が確認できる書類（契約書又は領収書等）を添付すること。

（注）訓練実施経費、就職支援経費の対象とする機器や他事業の機器を計上しないこと。

賃貸借契約の相手方（貸主）

賃借する訓練支援機器等は、他の事業で使用又は使用を予定して（上限額により、訓練期間
以外の部分を申請者が負担している場合を除く）

いる　・　いない

賃貸借契約日 令和　　年　　月　　日

自　令和　　年　　月　　日～至　令和　　年　　月　　日

■訓練コース番号(※）

自　令和　　年　　月　　日～至　令和　　年　　月　　日

■訓練科名 自　令和　　年　　月　　日～至　令和　　年　　月　　日

総合計

2

3
■訓練科名

障害者向け訓練支援機器賃貸借費に係る実績明細書

■訓練実施機関名

■訓練科名

賃借する訓練支援機器等の契約期間は、訓練期間に見合った必要最低限の契約期間となって いる　・　いない

■訓練コース番号(※)

設置場所

品　　　　　　名

1

■訓練コース番号(※)

消費税

金額（税抜）

受講した訓練コース番号
（１の項番を記載）

合計額

貴機関が申請中又は障害者向け訓練支援機器賃貸借費を既に受領した金額(※)

本申請における申請額

区分

氏名



覚  書 

 

 長野県佐久技術専門校校長 ○○ ○○（以下「委託者」という。）と △△△△△△△△△（以

下「受託者」という。）の間において令和○年○○月○○日付けで締結した「障がい者委託訓練

契約書」の別表に掲げる就職状況の把握等に関し、下記事項について合意したことを証するた

め、本覚書２通を作成し、委託者と受託者の双方が記名押印の上、各自１通を保管することとす

る。 

 

記 

 

 

（就職状況調査の実施） 

第１条 受託者は、次の訓練コースの受講者について就職状況調査（以下「調査」という。）を実施

することとする。 

（１）訓練科名 ○○○○○○科○ （SS-○○） 

（２）訓練期間 令和○年○○月○○日から令和○年○○月○○日まで（○か月） 

 

（調査時期及び対象者） 

第２条 受託者は、前条の訓練終了後、次の各号に定める時期においてそれぞれの対象者に対

し、調査を実施することとする。 

（１）訓練修了日時点調査 

訓練修了日時点において、訓練修了者全員を対象に実施する。 

（２）３か月後調査 

訓練修了３か月後において、前号の調査で未就職であった者を対象に実施する。 

なお、訓練修了日時点における就職（内定）者のうち、就職支援経費の対象となる就職に

該当しない者（雇用保険の被保険者でない就職者、派遣登録のみで企業等への派遣がさ

れていない者等）についても、３か月後調査の対象とする。 

   

（調査方法等） 

第３条 受託者は、この覚書のほか、別添「就職状況調査実施に係る注意事項」に基づき調査を実

施することとする。 

２ 受託者は、受講者へ覚書様式１「就職状況報告」を配付し、就職が決まり次第受託者へ郵送又

は持参により報告するよう周知するものとする。 

３ 受託者は、前項の規定による受講者からの報告を取りまとめ、前条に規定するそれぞれの調査

時点において、覚書様式２「就職状況報告一覧」を作成するものとする。 



４ 受託者は、訓練修了３か月後までに第１項の報告書の提出がない者に対し、再度調査を実施

するものとする。 

 

（報告） 

第４条 受託者は、受講者の就職状況を訓練修了または中退の翌日から起算して 10 日以内に覚

書様式１及びその添付書類並びに覚書様式２を取りまとめ、委託者に報告することとする。 

 

（就職支援経費の支払） 

第５条 委託者は、前条の規定により３か月後調査に係る報告を受けたときは、10 日以内に確認を

行い、覚書別紙「就職支援経費支給要件」により就職支援経費の額を算定し、覚書様式３「就職

支援経費確定通知」により受託者に通知するものとする。 

２ 委託者は、受託者から前項の通知に基づく適法な支払請求書を受領したときは、その日から 30

日以内に就職支援経費を支払うものとする。 

３ 委託者が、その責に帰すべき事由により、第１項に規定する期間内に検査をしないときは、その

遅延日数は、前項に規定する日数から差し引くものとする。この場合においてその遅延日数が30

日を超えるときは、前項に規定する期間は、遅延日数が 30 日を超えた日に満了したものとみな

す。 

 

（個人情報の保護） 

第６条 受託者は、調査の実施に関して知り得た受講者の個人情報の取扱いに当たって、厳格な

管理を徹底し、特に次の各号に定める事項のほか、別記「個人情報取扱注意事項」を遵守しな

ければならない。 

（１）覚書様式１及び覚書様式２をこの調査以外の目的で複写し、又は複製することを禁ずる。 

（２）この調査で知り得た受講者の個人情報（氏名、住所、電話番号等）を商業目的等、他のいかな

る目的においても二次利用することを禁ずる。 

（３）この調査で知り得た受講者の個人情報について、他人に知らせることを禁ずる。 

 

（再委託の禁止） 

第７条 受託者は、調査の実施に係る業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 

（不正受給に対する措置） 

第８条 委託者は、受託者が、偽りその他不正の行為により就職支援経費の支給を受けたこと又は

受けようとしたことが明らかになったときは、受託者に対し就職支援経費の全額又は一部を返還さ

せることができるものとする。 

２ 委託者は、前項の不正行為をした受託者に対し、当該不正行為に係る処分を通知した日から

起算して５年の間、委託訓練業務の受託機会を与えないものとする。 



（疑義の解決） 

第９条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関して疑義が生じたときは、委託者と受託者が

協議して定めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和○年（○○○○年）○○月○○日 

 

 

委託者 所在地（住所） 長野県佐久市高柳３４６－４  

 組織名 長野県佐久技術専門校  

 代表者職名 校長  

 代表者氏名 ○○ ○○ 印 

 

 

 

   

受託者 所在地（住所） △△△△△△△△△△△△  

 法人名 △△△△△△  

 代表者職名 △△△△△△  

 代表者氏名 △△△△△△ 印 

    



 

覚書別添 

 

就職状況調査実施に係る注意事項 

 

 

就職状況調査は下記の事項に留意の上、実施すること。 

 

１ 調査方法 

本調査は、受講者（修了者）本人が覚書様式１「就職状況報告」に記入し、必要書類を添付の

上、受託者に提出することにより実施するものとする。 

受託者は、あらかじめ受講者（就職のための中退者を含む。）に報告様式を配付し、当該様式

及びその添付書類について説明し、提出期限を明示すること。 

なお、期限までに報告のない受講者（修了者）については、再度調査を行うこと。 

 

２ 就職状況に係る留意事項 

（１）就職者 

「就職者」は、雇用された者（正社員、契約社員、臨時・季節、パート・アルバイト、日雇、派

遣）及び自営を開始した者とする。それぞれの雇用形態の定義については、覚書様式１の裏

面を参照すること。 

（２）就職内定者 

「就職内定者」は、受講者からの書面に就職予定日の記載がある場合のみ可とする。 

（３）就職支援経費の対象就職者 

就職（内定）者のうち、就職支援経費の支給対象となる者は覚書別紙「就職支援経費支給

要件」のとおりであること。 

（４）自営 

雇用保険適用事業主となる場合は雇用保険適用事業所番号を記載させるとともに、雇用

保険適用事業所設置届事業主控及び雇用保険被保険者取得確認通知書の写しを添付させ

ること。 

３ 委託者への報告 

  受託者は、受講者（修了者）からの覚書様式１「就職状況報告」を取りまとめ、覚書様式２「就職

状況報告一覧」を作成の上、覚書様式１及びその添付書類並びに覚書様式２を、覚書第４条に

より定める期限までに委託者へ提出するものとする。 

 



４ 確認事項 

（１）添付書類の有無の確認 

委託者への報告の際、覚書様式１に以下の書類が添付されているかの確認を行うこと。 

・ 自営を開始し、雇用保険適用事業主となる者について、雇用保険適用事業所設置届事

業主控及び雇用保険被保険者取得確認通知書の写し 

 

（２）記載内容の確認 

   覚書様式１について、以下の確認を行うこと。 

  ・氏名、事業所名、就職日、１週間の所定労働時間等の記載漏れはないか。 

・内定の場合、書面には「就職予定日」が記載されているか。 

・就職先の確認欄について、記載されているか。 

 なお、就職先事業所の押印のある雇用契約書の写し等が添付されている場合は、就職先

の確認欄について記載がなくとも差し支えないものとする。 

 

５ その他 

受講者（修了者）の追跡が困難になった場合又は３か月後調査時点で未回答であった場合

は、覚書様式２の「就職状況」欄にその旨を記入すること。また、追跡が困難になった場合はそ

の理由を同様式の「備考」欄に記入すること。 

【追跡困難の理由例】 

 転居先不明の転居、連絡をとることが困難な地域（海外等）への転居、本人の死亡等 

 

 

  



就職支援経費支給要件              覚書別紙 

   

 

１ 支給額の基本的な考え方 

訓練修了３か月後の就職実績に応じ、就職支援の実施に係る経費相当額として以下により就

職支援経費を支給する。 

 

２ 単価 

  対象となる就職者１人当たり２万円を支給するものとする。 

 

３ 対象となる就職者 

就職支援経費の対象となる就職者（以下「対象就職者」という。）は、以下のとおりとする。 

①  訓練修了日又は就職のための中退の日の翌日から起算して 3 か月以内（以下「対象期

間内」という。）に雇用保険の被保険者（日雇労働被保険者は除く）として内定を受けた者

若しくは雇用された者又は雇用保険適用事業主となった者であること。 

② 労働者派遣事業（有期雇用派遣）により派遣される場合は、対象期間内に派遣先に就業

（就業予定は除く）した者であること。 

③ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17年法律第123

号）における障害者福祉サービス（就労継続支援事業 A 型等）により雇用される者でないこ

と。 

④ 対象期間内に、１週間の所定労働時間が 20 時間未満であるなど対象就職者に該当しな

い労働条件で就職したものの、同期間内に労働条件の変更が行われることとなり雇用保険

の被保険者（日雇労働被保険者は除く）として内定を受けるなどした場合には、対象就職者

に該当すること。 

⑤ 「内定」は、受講者（修了者）からの就職状況報告に就職予定日の記載がある場合のみ可

とする。 

⑥ 「就職のための中退者」の場合は、中退時の就職状況であって、中退後３か月以内の就

職状況ではないことに留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

（就職先ご担当者の方へ）※この書類は公共職業訓練を受講して就職された方の就職状況報の書類です。記載内容の確認にご協力
をお願います。なお、当該書類は、訓練実施機関を経由して都道府県に提出される他、都道府県労働局や就職先事業所を管
轄する公共職業安定所に回付されることがありますので、あらかじめご承知おき願います。 

 

就 職 状 況 報 告 

（訓練実施機関代表者） 殿 

氏 名 
（ふりがな） 

 

住所  

ＴＥＬ  

受講コース名          科   実施期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

実施施設名  

就職状況について以下のとおり報告します。 ◆該当する項目に○印をつけ、必要な記入をお願いします。 

１ 

次の事業所に就職（内定）しました 

（１）雇用形態 

①正社員    ②派遣      ③パート    ④アルバイト 

⑤契約社員   ⑥臨時・季節   ⑦日雇     ⑧その他 

（２）雇用期間 

①１日以上７日未満 ②７日以上 31日未満 ③31日以上４ヶ月（120日）未満          ④４ヶ

月以上６ヶ月未満 ⑤６ヶ月以上１年未満 ⑥１年以上 ⑦期間の定め無し 

⑧期間の定め不明 

（３）１週間の所定労働時間 

①20時間以上  ②20時間未満 

（４）雇用保険被保険者適用有無 

①あり  ②なし 

事業所・派遣先事業所名                   採用担当者氏名           

所在地                            TEL                

障害福祉サービス（就労継続支援事業Ａ型等）  該当あり ・ 該当なし  

就職日・派遣先就業日            従事する職種・部署                 

※ 内定の場合：内定日         及び就職日           

派遣労働の場合派遣元企業名                 

 

 

就職 

経路 

①ハローワーク  ②民間職業紹介会社  ③新聞・雑誌等  ④実習先事業所への就職 

⑤訓練実施機関への就職  ⑥友人・知人の紹介  ⑦その他(         ) 
 

２ 

自営を開始した 

事業所名                  役職              

所在地                   

ＴＥＬ                 雇用保険適用事業所番号                

自営開始日            事業内容・職種               

３ 就職していない 

以上の報告内容は事実に相違ありません。また、留意事項（裏面）に同意の上、報告します。 

   提出日    年  月  日  氏名（自署）                        

覚書様式１ 

就職先確認日    年  月  日         事業所名                        

   所在地住所                   代表者名（又は採用責任者）               

 



≪言葉の定義≫ 

① 正社員 

常用のうち、勤め先で正社員・正職員などと呼称される正規労働者。（例えば、会社の就業

規則に定める正社員規定により雇用された者又は就業規則が無い事業所の場合は従業員の

うちフルタイム勤務と同じ雇用条件で雇用された者など。） 

② 派遣 

労働者派遣事業による派遣先である事業所で就労する者。 

③ パート 

１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所定労

働時間に比し短く、勤め先でパートなどと呼称される者。 

④ アルバイト 

１週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の１週間の所定労

働時間に比し短く、勤め先でアルバイトなどと呼称される者。 

⑤ 契約社員 

雇用期間が定められている者（パート、アルバイト、臨時・季節、日雇を除く。）。 

⑥ 臨時・季節 

臨時とは、雇用契約において１ヶ月以上４ヶ月未満の雇用期間が定められている仕事（労

働）をいい、季節とは、季節的な労働需要に対し、又は季節的な余暇を利用して一定の期間

（４ヶ月未満、４ヶ月以上の別を問わない。）を定めて就労（労働）する者。 

⑦ 日雇 

   安定所で取り扱われる日々雇用の仕事及び１ヶ月未満の雇用期間が定められている者。 

⑧ その他 

   上記①～⑦に当たらない者。 

⑨ 自営 

   自営を開始した者。 

≪記載方法等について≫ 

 ① １（１）雇用形態については、該当する項目に○印をしてください。 

 ② １（２）雇用期間については、雇用契約書などで明記されている期間に該当する番号に○印

をしてください。 

 ③ １（３）１週間の所定労働時間については、就業規則又は雇用契約書などで決められた就業

時間によって算出し、該当する番号に○印をしてください。その際、就業時間が、１月あたりで

決められている場合など１週間当たりの就業時間が単純に算出できない場合は、年間の就業

時間を算出した上で、５２週で割った時間により判断してください。 

 ④ 就職状況の確認を行うため、就職先事業所において確認欄に記載してください。就職先事

業所の記載がない場合は、この報告とあわせて雇用契約書の写しを添付してください。 

⑤ ２の自営を開始した者のうち、雇用保険適用事業主となる場合は雇用保険適用事業所番号

を記載するとともに雇用保険適用事業所設置届事業主控及び雇用保険被保険者取得確認

通知書の写しを添付してください。 

≪留意事項≫ 

① 就職先への確認について 

  本報告書の就職先確認欄について、未記入の場合及び各項目の記載内容に不明な点があ



る場合は、訓練実施機関又は都道府県から就職先に問い合わせる場合があります。 

①  個人情報の取扱い 

本報告書は、受講者の訓練修了後３か月以内の就職状況を把握すること、未就職の方の

就職支援を行うこと及び職業訓練に関する業務統計の作成に活用することを目的としており、

本報告書の記載内容について、訓練実施機関、都道府県、都道府県労働局及びハローワー

クの間において利用することがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修了日

中退日
就職状況 雇用保険適用の有無

就職日

(内定日)

調査実施

状況
備考

1 ○月○日 ○月○日

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※「就職状況」には「就職」、「未就職」、「追跡困難」又は「未回答」等と記載

委託先機関名

訓練科名

訓練実施時期　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

氏名

 

覚書様式２ 

就 職 状 況 報 告 一 覧 



 

就 職 支 援 経 費 確 定 通 知 

 

令和○年（○○○○年）○○月○○日 

 

 （訓練実施機関の長） 様 

 

長野県佐久技術専門校長   

 

 令和○年○○月○○日付けで締結した覚書第４条の規定に基づき提出された報告

書等について、検査を完了し、下記のとおり就職支援経費の金額が確定したので通知

します。 

 なお、就職支援経費の金額は下表６に記載の額となりますので、振込口座を記載した

請求書を提出してください。 

 

記 

 

１ 訓練実施機関 

  （受託者） 

所 在 地 △△△△△△△△ 

機 関 名 △△△△△△△△ 

代表者名 △△△△△△△△ 

電話番号 △△△△－△△－△△△△ 

２ 訓練科名 ○○○○○○○○科○ （SS-0○） 

３ 訓練期間 

  訓練月数 

令和○年○○月○○日から令和○年○○月○○日まで 

○3か月 

４ 訓練実施状況 入校者 ○名 

中退者 ○名 

 うち就職者          ○名  

 うち就職支援経費対象就職者  ○名  

修了者  ○名 

 うち就職者          ○名  

 うち就職支援経費対象就職者  ○名  

５ 就職支援経費単価 対象就職者１人当たり 20,000円（税抜） 

６ 就職支援経費の額 

   就職支援経費 

    

消費税 

   合計金額 

 

   ○○，○○○円（税抜） 

【積算】20,000円×対象就職者○人＝○○，○○○円                

○，○○○円 

                 ○○，○○○円 

 

覚書様式 3 



別 記 

 

個 人 情 報 取 扱 注 意 事 項 

 

第１ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、個人情報を取り扱う際には、個人の

権利利益を侵害することのないように努めなければならない。 

第２ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を他に漏らしてはな

らない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約による業務を処理するに当たって知り得た個人情報を、

他に漏らさないよう対処しなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、又同様とする。 

第３ 受託者は、この契約により取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損等の防止に必要な安全

管理措置を講じなければならない。 

第４ 受託者は、この契約により取り扱う個人情報の管理責任者を定めて書面により、委託者に通

知しなければならない。 

２ 管理責任者は、常に個人情報の所在地及び自己の管理状況を把握・管理し、必要な指導を行

う。 

第５ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たっては、必要最小限の役員・従業員（以下

「使用者」という。）を管理責任者の監督の下で従事させるものとする。 

２ 受託者は、使用者に対して、第２の秘密保持について徹底して指導しなければならない。 

３ 受託者は、使用者の退任、退職後の行為も含めて責任を負わなければならない。 

第６ 受託者は、この契約による業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。 

 ただし、あらかじめ、委託者が書面により承諾した場合は、この限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きにより再委託する場合は、再委託先に対して、個人情報保護に関す

る法令等を遵守させることとし、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合にあっては、受託者

の責任において対応するものとする。 

第７ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たっては、委託者から提供された個人情報が

記録された資料を、この契約による業務以外の目的で複写し、又は複製をしてはならない。 

第８ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、委託者から提供された個人情報を目

的外に使用し、又は第三者に提供してはならない。 

第９ 受託者は、この契約による業務を処理するに当たって、甲から提供された個人情報が記録さ

れた資料等（複写、複製したものを含む。）を業務完了後すみやかに委託者に返還又は消去す

るものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、その方法によるものとする。 

第 10 委託者は、定期的又は必要と認めたとき、受託者の事業所に立ち入り、個人情報保護に関

する監査又は受託者に対して報告を求めることができる。 

第 11 受託者は、個人情報取扱注意事項に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれのあることを



知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。 

第 12 委託者は、受託者が個人情報取扱注意事項に違反していると認めたときは、契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができる。損害賠償の額は、委託者と受託者と協議の上別に定め

る。 

 


